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Ⅰ　は じ め に

本稿の目的は，ノンテリトリアル・オフィスの

特集●チームワーク

ノンテリトリアル・オフィスの
空間設計と身体作法
──流動的再場所化による創造的チームワークの達成

知識労働者（Knowledge Worker）の自由な発想を活かしたチームの創造性を生み出すこ
とは，多くの人事にとって課題となっている。オフィスの設計も，その人事施策の一つと
言える。本稿の目的は，ノンテリトリアル・オフィスの設計が創造的チームワークに与え
る影響と，そのようなオフィスにおける管理職の身体作法について，観察法・エスノメ
ソドロジーの手法によって分析することである。分析の結果，以下の二点が明らかになっ
た。第一に，全面的なフリーアドレスデスクであっても空間利用について緩やかな合意が
存在し，全面的な流動化ではなく，他部門との交流が顕著なエリアとそうではないエリア
が分かれている。第二に，管理職中心に，チーム内の視認可能性を維持するような位置取
りなどによって，チームワークの維持が対面のみに依存しない形でも行われており，部門
をまたいだ交流についてもその萌芽がある。すなわち，オフィスのノンテリトリアル化は，
メンバーの流動化という「脱場所化」を生み出すと同時に，様々な仕事連携の問題も発生
させていた。それゆえ，実質的な席の固定化による「再場所化」が進められた。その一方で，
優れた管理職の身体作法によって，流動化しながら連携を損なわない取り組みが行われて
いた。
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設計が創造的チームワークに与える影響と，その
ようなオフィスにおける管理職の身体作法につい
て，観察法・エスノメソドロジーの手法によって
検討することである。

組織の競争力・生産性向上の実現を左右するも
のとして，組織の生み出すイノベーションと，イ
ノベーションの源となる「創造性（creativity1））」
が注目を集めてきた。この創造性は，かつては個
人の資質によるものという考え方が強く，創造性
豊かな個人の，性格上の特性やモチベーション，
認知的なプロセスに焦点が当てられてきたが，
1990 年代後半以降，多様な個人の集合体におい
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て，協同的に生み出される創造性への関心が次第
に高まってきている（Paulus and Kenworthy 2018:
稲水 2018）。企業組織内や職場などに形成される

「チーム」の創造性（team creativity）も，協同的
に生み出される創造性であるといえる。

正確で安定的なオペレーションが第一に求め
られる事業においては，ミスがなく，その上効
率的な連携を重視したチームワークが優先され
る。一方，新しいアイディアの創出が利益向上
にとって決定的な事業においては，知識労働者

（Knowledge Worker）の自由な発想を活かしたチ
ームの創造性が必要になる。

ところが，実際，どのような人事施策によって
チームの創造性が高まるのかは，多くの企業が模
索中であり，先行研究でも明確な実証結果は出て
いない。例えば Scott（2007）は，多様な知識や
意見がある集団の方がチームの創造性は高まると
主張するが，多くの組織においては，多様性によ
るコミュケーション摩擦や個々の意見を評価する
より満場一致を優先させる集団思考（Janis 1982）
が起こりやすいとも考えられる。

本稿が調査対象とするオフィス設計の潮流は，
オフィスをノンテリトリアル化することによって
多様な人材の交流を促し，その中からチームの創
造性を生み出そうとする空間設計の潮流である。
しかし，その意図は多くの文献で紹介されている
が，その効果は明らかにされていないといえる。
従って本稿では，オフィスの設計がチーム内のコ
ミュニケーションに与える影響を分析し，そのメ
カニズムを検討する。

Ⅱ　先 行 研 究

本節では，チームの創造性とノンテリトリア
ル・オフィスに分けて先行研究を整理する。ま
ず，チームによる創造性の発揮において，チー
ムの状況（チームに与えられている仕事，メンバー
構成，チームの活動期間など）や，チームが所属
する組織の状況（イノベーションに対する理解や
要求の度合いなど）が大きな役割を果たすと指摘
してきた（West 2003: Paulus and Dzindolet 2008）。
また，チーム内で創造性が生み出されるプロセ

スに着目し，チームリーダーの活動（Amabile 
and Conti 1999: Zhou 2003: Gong, Kim, Lee, and Zhu 
2013: Gebert, Boerner, and Kearney 2006）や，支援
的な同僚の存在の有無（Amabile et al. 1999 : Zhou 
and George 2001）が，チームの創造性を左右する
と指摘する研究もある。このような実証研究が
進む中で，オフィス等の空間的構成が創造性に
与える影響が注目され始めた（Shalley, Zhou, and 
Oldham 2004）。

一方，オフィス等の空間的構成がそこで働く
人々の働きぶりや成果に影響を与えるか否かとい
う観点からは，1970 年代以降，ノンテリトリア
ル・オフィスについての実証研究が積み重ねられ
てきた。ノンテリトリアル・オフィスは，物理的
な制約をなるべく取り除くことで仕事の良い流れ
を創りだすことを目的とした試みとして捉えら
れ，この目的が達成されるかに研究の焦点が当て
られた。Allen and Gerstberger（1973）や Allen

（1977）は，ノンテリトリアル・オフィスの実験
結果からノンテリトリアル・オフィスが，同じ
組織の中でも日頃なじみのない，自分の所属する
プロジェクトや部門には属していない人とのコミ
ュニケーションを促進しているという知見を得
て，ノンテリトリアル・オフィスが組織の問題
解決を進めると結論づけた。反面，ノンテリト
リアル・オフィスは，社員のプライバシー 2）が
損なわれて集中して仕事に取り組むことが難し
く，創造性の発揮を阻害するという見解・研究結
果（Kelly and Littman 2001）や，仮にコミュニケ
ーションが活性化したとしても，問題解決パフォ
ーマンスが上昇するかは疑わしいとする研究結果

（Elsbach and Bechky 2007）もある。
日 本 に お け る 実 証 研 究 に お い て も， 稲 水

（2013）が，先行研究の検討と日本マイクロソフ
トのオフィスについてのインタビュー調査から，
コミュニケーションの活性化だけでなく，他者と
の最適な相互作用を維持できるようなプライバシ
ーへの配慮や，個人や集団がアイデンティティを
維持できるような縄張りづくりの必要性を，ノ
ンテリトリアル・オフィスが機能するポイントと
して指摘する。また，ノンテリトリアル・オフィ
スにおけるコミュニケーションについては，稲水
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（2014）が，コンピュータによるシミュレーショ
ンを行い，一定の広さの空間にいるエージェント

（従業員など）の数がコミュニケーションのパター
ンに大きな影響を与えていることを示した。つま
り，ある一定の広さにいるエージェント（オフィ
スの場合は勤務者）が多すぎてもエージェントは
動くことができず，また少なすぎると複数のグル
ープに分断される。活発なコミュニケーション
は，一定の広さに適当な数のエージェントがいる

（「適度な高密度」）場合に発生する。
空間設計とコミュニケーションおよび空間設計

と創造性との関係について，稲水の研究は貴重な
知見を提示している。ただし，ノンテリトリア
ル・オフィスが機能するポイントとして指摘され
るプライバシーや縄張りなどの現象を理解しよう
とすれば，勤務者間の相互行為や，その中での空
間の意味付けに着目する必要がある。本稿は，職
場観察・エスノメソドロジーの手法を用いて勤務
者間の相互行為を分析し，こうした検討課題に一
定の回答を与えることを目的としている。

特に本稿では，ノンテリトリアル・オフィスに
おける相互作用を捉えるうえで，まずどのような

「集まり」が生じているのかに着目する。社会学
者のゴフマン（1963＝1980）は，社会成員が形成
する集まりにおいて，「焦点の定まった（focused）
相互行為」と「焦点の定まらない（unfocused）」
相互行為を区別する必要を指摘している。前者は
相互行為の参与者が同じ事柄に注意を向けている
状態を指し，後者はそうではない状態を指してい
る。先行研究は，集まりにおいてなされる活動が
対面的なコミュニケーションであることを前提と
しており，焦点の定まった相互行為であることを
前提としている傾向がある。しかし，自由な移動
を可能にするノンテリトリアル・オフィスにおい
ては，同部署の成員同士でも移動しながら仕事を
行うことが可能なため，たとえば他部署の成員と
会話をしながら同部署の成員の移動に注意を向け
ているような場合が起こりうる。こうした点で，
ノンテリトリアル・オフィスの相互行為を捉える
うえでは，焦点の定まった相互行為と焦点の定ま
らない相互行為の双方を捉える必要があるといえ
よう。

Ⅲ　調 査 概 要

本稿で取り上げる事例は，近年ノンテリトリア
ル・オフィスを導入したＨ社である。

創業年は 1996 年で，正社員数は 120 人であ
る 3）。「クラウドセキュリティサービス事業」に
かかわるソフトウェア開発を主たる業務として
いる 4）。2017 年 1 月時点で約 7000 社の顧客をも
ち，セキュリティサービスの分野ではトップシ
ェアを誇っている。事業所は，東京本社の他，大
阪，名古屋，台湾に設けられている。本稿が分析
の対象としたのは東京本社である。本社はオフィ
スビルの 5 階，10 階，11 階に跨った設計になっ
ている。

調査方法は，インタビュー調査と観察調査であ
る。インタビュー調査は，2017 年 1 月に人事部
長に対してオフィスの概要と導入の意図や人事制
度について，2017 年 9 月に総務部門とシステム
部門の部門長に対してオフィスの使い方や部門の
管理方法について実施した。

観察調査は，部門長にインタビューを行った同
日の 10 時 30 分から 18 時にかけて 11 階と 5 階の
オフィスで実施した。筆者たち 6 名が，3 名ずつ
に分かれて各フロアを分担し，ビデオ撮影と観察
を続ける形で行った。それぞれのフロアにはビデ
オを 2 つずつ用意した。

1 つは，広範囲に見渡せる場所に設置し，オ 
フィスを終日に渡って収録した。ビデオの死角と
なる場所については，後日 H 社の所有する画像
データを利用し把握するようにした。もう 1 つ
は，筆者らがビデオを携帯し総務部門長とシステ
ム部門長の移動を追跡し，彼らの 1 日の動きを収
録した。また，各部門長には IC レコーダーを携
帯してもらい，その日行われた社員とのコミュニ
ケーションも録音した。映像データと音声データ
を組み合わせることで，移動の意図や目的を正確
に把握することを試みた。なお，後述するように
10 階は受付，社外との打ち合わせスペースで構
成されているため，今回の観察場所からは除外し
た。
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Ⅳ　オフィス設計の意図と結果

１　オフィス設計の意図

H 社では，事業目標の達成のために組織改革
が実施されている 5）。その取り組みの一つに「パ
フォーマンスが上がる『働く環境』の整備」があ
る。その一環として「パフォーマンスが上がる」
オフィスの検討を実施し，2016 年 8 月にオフィ
スのフリーアドレス化が行われた。その結果，本
社のオフィス全てにおいて固定席がない完全な
フリーアドレス化が進められた（藤本ほか 2018）。
各フロアの概要を簡単に示すと，10 階は来客用
の受付，来客と社員との打ち合わせ用のスペース
の他，いくつかの会議室が設けられている。5 階
と 11 階が社員の就業スペースとなっている。11
階の方が古く，5 階は社員の増加によって新設さ
れたフロアである。

フリーアドレスを徹底化した意図は，社内外を
含んだコミュニケーションを活性化するためであ
る。そのため，社員の就業スペースである 5 階と
11 階それぞれにおいて個人で作業できるエリア
に加えて，複数人で作業できるエリアが設けられ
ている。また，パソコンのディスプレイが設置さ
れている席と設置されていない席が設けられてい
る。

まず，11 階は H 社のメインの就業スペースと
なっている。多くの社員は，11 階で仕事を行っ
ている。11 階のフロアは，もともとは開発部門，
営業部門といった部門ごとに特定のスペースが就
業場所として定められていたが，一斉にフリーア
ドレスデスクへと変更した。机の上からは書類
をなくし，固定席イメージからの脱却を図って
いる。従来からのメインの就業スペースであるこ
とから，社員からは「Home Area（帰るところ）」

（括弧は引用者）として定義づけられている。11
階のフロアは，パソコン用のディスプレイが設置
されているエリア，長机と椅子のみが置かれてい
るエリア，二人席が並列されているエリアで構成
されている。長机のエリアでは，社員が自分の就
業場所を選んで仕事をすることができる。

次に，新たに追加された 5 階は，最初からフ
リーアドレスとして設計されている。調査時点
では，メインの就業スペースである 11 階のフロ
アとは異なる雰囲気のオフィス空間として構築さ
れ，社員が「場所（空間）を変える」ことで，よ
り一層のパフォーマンスが発揮できるよう，期
待されていた。5 階フロアは，H 社では「Nomad

（遊牧民）Area」（括弧は引用者）と定義づけられ
ている。最も広いメインのスペースに，2 つの中
型の業務スペース，さらにいくつかの個人用の業
務スペースが設けられている。最も広いメインの
スペースには，小型の机と椅子のセットやソファ
などが置かれ，社員は好きな場所で業務や打ち合
わせを行うことができる。メインスペースには大
画面のモニターが設置されており，ある程度の人
数規模のテレビ会議などを行うことが可能となっ
ている。観察日には開発部門のミーティングに一
度活用されていた。

メインスペースの隣には中型の業務スペースが
ある。4 人から 6 人席が設けられており，一人か
ら複数人で作業が行えるようになっている。その
他，個人用の業務スペースには，パソコンのディ
スプレイが設置されている席と設置されていない
席が設けられている。また，フロアの入り口付近
にはやや高さのある長机が用意されており，ここ
は立ったままでのパソコンの操作や筆記作業が可
能なスタンディング・ワーキング・エリアとなっ
ている。このエリアでは，部門横断的に社員が集
まる場を形成するための試みとして，午後にコー
ヒーブレイクが開催されている。

２　利用の「結果」

以下ではフリーアドレス下での社員の動きの
結果について示す。5 階と 11 階が主な就業スペ
ースとして設計されていたが，5 階は，11 階と
比べると社員に活用されていなかった（藤本ほか 
2018）。そのため，以下では多くの社員が実際に
活動し，固定席からフリーアドレスとなった 11
階を対象とする。オフィスのレイアウトは図 1 の
通りである。各人は自分のデスクを持っておら
ず，出社後に空いているデスクを使用することに
なっている。図の点線部分のエリアにはパソコン
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のディスプレイが置かれている。一方実線部分
は，パソコンも置かれていない机とイスのみのス
ペースとなっている。

しかし，実際に観察してみると 11 階はフロア
全体をフリーアドレスとしているもののエリアに
よって，テリトリー化が進んでいる部分と進んで

いない部分が存在していた。図 1 の点線で囲んで
いるパソコンのディスプレイが置かれているエリ
アの中には，部署ごとのテリトリー化が進んでい
るエリアがある。観察日には，図 1 における X
エリアは総務部門の，Y エリアは開発部門のテリ
トリーとなっていた。加えて，テリトリー化が進

図１　オフィスレイアウトと観察エリア

Xエリア

総務

Yエリア

開発

Ａエリア

総務

←左 右→中央

Bエリア
【営業】

Cエリア
【システム】

資料出所：H社社内資料を基に作成。

図２　Ｙエリアにおける社員のスペースの私有化
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んでいるエリアには個人が特定の座席を私有化し
ていることが窺えるエリアもある。例えば，図 2
は就業時間が終了した後の Y エリアの画像であ
る。就業時間終了後も私物が置かれ続けているこ
とから，社員が特定のデスクを事実上私有化して
いることが窺える。

これとは逆に，実線で囲まれたエリアは，固定
席化が進んでおらず，点線のエリアに比べると自
由なエリアとして活用されていた。A エリアでは
総務部門のリーダーと営業部門の社員の業務の
打ち合わせなど，他の部門との交流が行われてい
た。

本稿で観察の対象としたのは，図 1 の実線で囲
っている，テリトリー化が相対的に進んでいない
エリアである（図 1 の A，B，C エリア）。設計上
はフリーなスペースであるものの，観察日におい
ては，左の A エリアは主に総務部門のリーダー
がいることが，中央の B エリアは営業部門の社
員が，右の C エリアにはシステム部門の社員が
いることが多かった。このように緩やかなテリト
リー化が見られたものの，システム部門のリーダ
ーが C エリアに着席して仕事をすることもあれ
ば，A エリアで作業をすることもあった。点線
で囲んだディスプレイが置かれているエリアに比
べると，社員が 1 日の中で場所を移動して業務を
行うフリーなスペースとして活用されていた。

このエリアにおける「焦点の定まった相互行
為」に関する観察の結果を示したものが表 1 であ
る。表 1 より，第一に，A エリアのデスク以外

では他部門との交流がそれほど発生していないこ
と，第二に，他部門との交流を図る際には部門の
相違にかかわらず手前のデスクに移動しているこ
とが分かる。例えば，普段は C エリアにいるシ
ステム部門は，部門のメンバーで仕事を行う場合
は右側のスペースを使用する一方で，他部門のメ
ンバーと交流を行う時は A エリアのスペースを
使用していた。

以上のことから，①利用目的が明確に定められ
ていないフリーな空間においても，社員の中で各
スペースの活用方法についての緩やかな合意があ
ること，②特定の部門の社員が集まり事実上「部
署のスペース」としてフリーな空間が活用されて
いる傾向があることが窺える。また，比較的フリ
ーな空間の観察結果から，③手前のエリアは他部
門との交流が発生しやすい傾向がある。

こうしたことから，「焦点の定まった相互行為」
に着目すると，既存のチームを起点としつつも，
エリアごとに生じる集まりの特徴に差異が見られ
ることがわかる。ただし，こうした集まりは固定
化されたものではなく，社員が自由に移動をした
結果として生じたものであることに留意する必要
がある。次節では，こうした移動と集まりの関係
を捉える概念として「再場所化」を提示し，「焦
点の定まらない相互行為」も含めて分析の射程に
加えることで，個々のマネージャーが達成してい
るチーム・クリエイティビティのあり方が観察さ
れることを論じる。

表 1　各エリアの活用方法

場所 グループ 集まりの回数
他チーム／部門との

交流の回数
他部門との交流率

A（左） 総務 12 11 91.67%

営業 0 0 ─

システム 7 6 85.71%

B（中） 総務 0 0 ─

営業 15 1 6.67%

システム 18 3 16.67%

C（右） 総務 0 0 ─

営業 2 0 0.00%

システム 12 2 16.67%

資料出所：筆者ら作成。
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Ⅴ　Ｈ社マネージャーによるリーダー
シップと「再場所化」の実践

１　鍵概念としての「再場所化」

以下では，「再場所化」を鍵概念として，H 社
におけるチームワークの維持とそれを支えるリー
ダーシップの発揮が，いかにして行われているの
かを明らかにする。

再場所化は，都市社会学などの空間論において
議論されてきた概念で，社会成員が戦略的に境界
を有する空間を再構築していくことを意味する。
この概念は境界線が解消していくことを指す「脱
場所化」と対置される。オフィス改革の文脈でい
えば，ノンテリトリアル化によって従来的な部署
の境界などを解除（脱場所化）した後，いかに有
意味な境界を引き直すか（再場所化）という課題
と関連する。

この概念を理解するため，ノンテリトリアル・
オフィスの「ノンテリトリアル」に，物理的な意
味で座席を自由に動けるということと，仕事をす
る場所（作業場所）として部門の境界がないとい
う 2 つの意味があることを再確認しておきたい。
座席を自由にするということは，単にこの席から
あの席に移動できるということであり，この席で
何をするか，何をするために席を移動するかとい
う行為の意味は問われない。対して，作業場所は

（あの仕事ではなく）この仕事をする場所という意
味をもつ。物理的な区切りがなく，隣り合って座
っていても作業に関連がなければ，そこには断
絶，つまり境界が生まれる。その意味で，作業内
容の次元と物理的な座席の次元は区別される。

先行研究が指摘しているように，ノンテリトリ
アル・オフィスの空間は均質ではなく，空間を利
用するメンバーの実践によって再度の意味づけが
なされている。それは，作業内容の関連づけと
物理的な座席移動が重なり合った結果である。だ
が，この重なり合いは失敗する可能性もある。物
理的な座席の次元で他部門の人と隣り合うだけで
作業内容の次元で越境が生まれるわけではない
し，逆に，作業内容の次元で協働すべき同僚と物

理的に離れてしまうことでチームワークに支障が
出ることもある。

本稿が「脱場所化」「再場所化」という概念で
ノンテリトリアル・オフィスでのチームワークを
分析する意図は，この作業内容の関連づけと物理
的な座席移動の重なり合い方を明らかにしたいか
らである。すなわち，職員の座席を固定して部門
が空間的に仕切られた状態から自由席にするとい
うノンテリトリアル化は，「ここはこの仕事をす
る場所」という作業場所の意味をいったん白紙に
し，オフィスを誰がどこで何をしても良い均質空
間にする（脱場所化）。だが，脱場所化した状態
ではチームワークは成立しない。人々は一人一人
勝手に自分の仕事をするだけである。チームワー
クが成立するためには，メンバーの仕事を関連
づけるためにメンバー同士がつながり合う作業場
所を即席で作る必要がある。これが再場所化であ
る。なお，先ほど作業場所を「即席で」作るとい
ったのは，この再場所化が永続的なものではな
く，1 つ用事が終われば，再びメンバーがバラバ
ラになる脱場所化の可能性を含んでいるからであ
る。つまり，1 日を通して再場所化と脱場所化を
繰り返すのがノンテリトリアル・オフィスでの働
き方だといえる。

表 1 に示した各エリアの活用状況は，この再場
所化が，同じ部門のメンバーとの間で行われた
か，他部門との間で行われたかを示している。他
部門との間で行われる再場所化は，いわゆる越境
的なチームワークが起きているといえる。だが，
同じ部門の中でであっても，脱場所化された状態
では協働が保障されていないのだから，再場所化
によるチームワークは，やはりメンバー同士の移
動と出会いを通じて達成されるものである。

このようにいうと，同じ部門のチームワークの
ために，わざわざメンバーに会いに行く移動をす
るのは手間だという考え方もあろう。その意味で
は，脱場所化したオフィスで暗黙の裡に座る席
が決まってしまう「固定化」が起きる可能性もあ
る。しかし，それではノンテリトリアル・オフィ
スにする理由がなくなってしまう。座席を自由に
移動する流動性を確保しつつ，再場所化のしやす
さを保つ作法があるはずである。前者を「固定的
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再場所化」，後者を「流動的再場所化」と呼ぶな
ら 6），流動的再場所化によって同じ部門のチーム
ワークを達成しつつ，他部門との越境的協働にも
開かれた働き方が可能になると考えることができ
る。

こうしたチームワークの成否は，物理的な空間
の制約という意味でのオフィス設計に左右される
側面と，空間を使いこなす人間の行動様式に左右
される側面とがある。後者のおいては，チームを
統括しているマネージャーの立ち居振る舞い方が
部下の行動にも影響を及ぼすと考えられる。そこ
で以下では，二人のマネージャーの事例から，流
動的再場所化を実現するための作法をビデオデー
タに基づいて分析していく。

２　身体作法と視認可能性への着目

本稿のように映像データを用いた分析について
は，会話における視線の移動や指さしなどの，相
互行為における言語的行為と身体的行為の相互
的構成への着目（Goodwin 1981）からはじまり，
複数人が相互行為を遂行する際に用いられてい
る身体的配置の意義が議論されてきた（Kendon 
1990）。こうした知見に基づき分析を行うことに
よって，単にその場所でなされている会話や作業
の内容だけが問題となるのではなく，その人がど
のような姿勢・身体の向きでその活動に参与して
いるかなどが射程に入ってくることになる。

さ ら に， ワ ー ク プ レ イ ス 研 究 の 文 脈 で，
Suchman（1996）は航空通信室におけるスタッフ
間のワークについて，映像データを用いて議論し
ている。航空通信室においては通信士・旅客サー
ビス担当者・手荷物担当者・スーパーバイザーな
どの多様な専門職種の円滑な協働が必要となる。
サッチマンはスタッフ間の協働がなされるうえ
で，通信室の物質的環境が，仕切り等の視界を遮
断するモノが少なく，室内の誰が何をしているの
かが一瞥でわかるようなデザインになっているこ
とが重要であることを指摘した。一方，このサッ
チマンの議論を踏まえつつ，松永（2020）では一
つの作業に個々人が干渉されない形で集中する必
要があるアニメーターの職場においては，視界を
遮断する仕切りや棚などが多く配置されており，

職場の成員も他者への干渉を最小化するよう常に
配慮していることを指摘した。

こうしたことからわかるのは，オフィス空間に
おける他者の視認可能性が，チーム間の協働が円
滑になされるかどうかと密接に関わっていること
である。これは流動的再場所化の議論とも関わっ
ている。というのも，チーム間の視認可能性を維
持していれば，仮に一度占有した場所からメンバ
ーが移動したとしても，再度出会うことは容易で
あり，チームワークも維持することが期待でき
る。

Ｈ社においては，11 階のオフィスデザインは
おおむね全体を見渡すことができるようになって
いるものの，モニターなどのモノや，個々人の姿
勢によって視界が遮られることもある。さらにい
えば，5 階に移動した場合は完全に視認可能性が
失われてしまう。こうした中でマネージャーに
は，自らをチームメンバーから視認可能な状態と
し，流動的再場所化を行うことが求められる。

３　固定席の選択による「再場所化」

以上で述べたオフィスデザインのもとで，H 社
の社員は実際にはどのような集まりを形成してい
るのだろうか。11 階のモニターが並ぶエリアに
おいて固定席化が進行していることはすでに述べ
た。そこで本節では部門を越えた交流が意図され
ているエリアにおける集まりの詳細に着目した。

まず，交流が意図されているエリアでも集まり
を形成している同一のチームは，11 階オフィス
内の特定のエリアを各々に確保して，その日の作
業スペースとしていることが確認された。たとえ
ば次項でも取り上げる B チームは，C エリアを
主な作業場として仕事を行っていた（図 3 － 1）。

さらに，B エリアの一角（図 3 － 2）では，外
国人の女性従業員 2 名が並んで座り，ときおり会
話を交わしながら作業をしていた。さらに同じ机
では，営業部の男性従業員 2 名と，事務職と思わ
れる女性従業員が言葉を交わす場面が何度も見ら
れた。これらの集団は互いのパソコンの画面を見
ながら打ち合わせとみられる活動に従事するな
ど，同一オペレーション業務のために集まってい
たと考えられる。
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B・C エリアは，本来的には用途が自由であ
り，部門を越えた交流が起こることを意図した空
間であるが，共通業務を抱えた同じチームのメン
バーを基盤として再場所化が行われている。それ
に対して相対的に他部門とも交流が活発に起こっ
ているように見えるのが A エリアである。

A エリアもまた，総務部門マネージャーの A
さんが一角を占拠しており，再場所化されてい
る。ここで他部門との交流が実際に行われた場面
を詳細に観察すると（図 4 － 1 ～ 2），それらの多
くは A さんが総務部門の業務として本来的に担
っている業務と密接に関連したやりとりであっ
た。たとえば，調査当日の 12 時 08 分ごろには，
副社長が，A さんが座る場所を訪れ，新入社員
の研修内容についての相談を持ちかけていた。そ

のあとの 12 時 11 分頃には，H 社で利用されてい
る社内 SNS の機能が不具合を起こしていること
が他部門から報告された。部門間の交流は起こっ
ているが，ここでの交流は，A さんが担ってい
る人事労務関係の業務や，社内ネットワークのト
ラブルなど，総務部門の業務の範疇に留まるもの
になっている。

以上要するに，A ～ C エリアのいずれにおい
ても，そこでなされているコミュニケーションの
内実としては，各々が属するチームや，担ってい
る業務上の必要によるものであり，創発的な相互
行為が少なくとも明瞭な形では生じていない。

ところで，H 社において重要なのは，あくまで
A ～ C エリアはフリースペースであって，あら
かじめ特定のチームが利用するものと定められて

図３‒１　チームごとの集まり①

図３-２　チームごとの集まり②
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いるわけではないという点である。一時的に離席
した際にその場所が他者に占拠されてしまえば，
チームワークは崩れてしまう。それぞれのエリア
が特定部門の固定席のように見えるのは，あくま
でそれが特定のチームによって再場所化された結
果として生じる現象であるといえよう。

このような再場所化は，個々のチームの行動を
詳細に観察していけば，チームワークを達成する
作法の一部と捉えられるはずである。次項では二
人のマネージャーがチームワークを達成している
作法を明らかにし，それによって創発的なコミュ
ニケーションの萌芽もすでに見られていることを
指摘したい。

４　「再場所化」のもとでの流動性とチームワーク

の達成

（1） 固定席化に抗う再場所化と視認可能性の 
維持

既に述べたように，B チームの 3 名は，11 階
の C エリアを主な作業場としていた。B さん自
身が C エリアにいた時間は合計 2 時間 12 分であ
るが，チームメンバーのいずれか 1 名が C エリ
アにいた時間は，全員が 5 階に移動した約 1 時間
50 分ほどを除いて，調査日における勤務時間の
多くを占めていた。それゆえ B チームによる再
場所化は，B さん自身を含めて，チームメンバー
が入れ替わりながらも完全な空席を作らないこと

Ａさん

図４-１　他部門との交流①

12 時 08 分ごろ：Aさんと副社長（新入社員の研修内容についての相談）

図４-２　他部門との交流②

Ａさん

12 時 11 分ごろ：社内 SNSの機能が不具合であることの報告
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によって遂行されており，まずはこれ自体をチー
ムワークの産物としてみることができる。

こうした再場所化の仕方が必要となる背景に
は，B チームの人数が少なく，かつ C エリアの
スペースも広くない（2 人掛けのテーブルが 4 つの
み）ため，誰かが離席したときに，他のチームの
メンバーに占拠されてしまうということがある。
実際，13 時ごろから営業部門の社員等が同エリ
アを利用し続けていた（図 5 参照）。

ここで重要になるのは，3 人が近接してチーム
を形成した状態を継続することは難しいワークプ
レイスの物質的デザインが採られている中で，い
かにしてそれに抗って 3 人のチームを維持するか
という問題である。言い換えれば，我々は C エ
リアを B チームの固定席として捉えることがで
きたが，実際には全員が揃っていなかったり他チ
ームに占拠されていたりするにもかかわらず，い
かにしてそうした観察結果が成立するのかという
問題が重要となる。

16 時 50 分ごろ，B チームは C エリアの背後に
あるサーバールームのトラブルに対処しており，
部下の G さん（外国人）とともに 11 階の入口か
ら最も奧にある機材置き場に赴き，そこから C
エリアに戻っていった。この間，部下の K さん

（女性）は，A エリアの長机にパソコンを置いて，
固定席エリアに正対して立ったまま作業を行って
いた。B さんとＧさんは C エリアに戻ったあと，
B さんは着席し，Ｇさんはサーバールーム内の長
いケーブルを束ねる作業を行っていた。この例

は，およそ 1 分ではあるが，B チームの 3 名全員
が 11 階内にいながら，C エリアを離れていた事
例である。この事例では C エリアを再場所化す
ることによるチームの維持に一時的な綻びが出て
いるようにもみえる。

しかし，実はこの例でも巧みにチームワークが
達成されている（図 6 参照）。第一に，K さんは
立ったまま，部屋の奥の方に正対する形で作業を
しているため，B さんと A さんを常に視認可能
な状態になっている。逆に，B さんと G さんは
K さんから常に見つけられるような位置関係を取
りながら，サーバールームに関する作業を行って
いる。

第二に，C エリアが空席になった 1 分間は，B
さんと A さんのパソコンが机に置いたままであ
り，占拠した状態になっている。これ自体が場所
を維持する実践だが，重要なのは，A エリアに
いる K さんはどこかの時点で C エリアに戻って
くる可能性が潜在的にあるということである。実
際この事例の 5 分ほど後には，K さんは C エリ
アに戻ってきている。つまり，B さんと A さん
の PC を配置しておくことによって，単に占有を
維持するだけではなく，K さんがいつでも戻って
こられるような状態を維持している。

第三に，B さんが C エリアに戻ったあとは着
席するが，依然として B さんと K さんは相互に
視認可能な位置関係である。これは，長机等が並
ぶ通路が一直線に繫がっており，部屋の反対側ま
で見通せるデザインになっていることを利用して

他のチームの人
Bさん

図５　他チームによるCエリアへの進出
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いる。
このようにして B さんは，再場所化を行いな

がら，かつ互いに視認可能な範囲での流動性を保
ちつつ，3 人のチームワークを維持するマネジメ
ントを行っているといえる。

しかし，チームで 5 階に移動したと思われる時
間のあとに B さんが 11 階に戻ってこなかった時
間帯があり，その時間帯については視認可能性が
維持されていなかった。このように，H 社におい
てはオフィスのフロアが複数階にまたがっている
ことによって，視認可能性を担保する形でのチー
ムワークの維持が困難な場合もある。

以上の B さんの事例は，ノンテリトリアル・
オフィスにおいて，チームで移動することによっ
てチームワークと流動性を両立させるという少人
数チーム管理の一つの作法を示している。

（2） 部下の管理と他部門との交流を両立させる
場所と身体的志向

先に紹介した総務部門長の A さんは，採用面
接等，別室に移動して遂行する必要のある業務が
ないときは，常に A エリアの長机に座って仕事
を行っていた。滞在していた時間は合計 3 時間 7
分程度である。これも再場所化の一環であること
はすでに述べた通りである。

重要なのは，A さんが再場所化を行った空間

上の位置と，A さん自身の身体的志向である。
図 7 に示すように，A さんは，常に自ら管理す
る総務部門の従業員が座っているモニター席が見
渡せる位置におり，かつそのエリアに正対する形
で座ることによって，総務部門の部下に対する関
与を継続的に示していた。加えて，A さんの背
後には従業員が共通で利用するコピー機や文房
具・自動販売機等が設置されており，他部門の社
員からも見つけやすい位置をとっている。このよ
うな仕方で，A さんは部門の管理と他部門との
交流を両立させられるような作法を用いている。

上記で述べるように交流には業務連絡といえる
ものが多いが，新たなチームワークが生じる兆し
を見せている事例もある。

15 時 30 分ごろ，他部門社員が，A さんのとこ
ろに来て，プロジェクトをどのようなチーム編成
で進めるのがよいかを相談する場面があった。会
話の内容は，総務と開発が関わって進めているプ
ロジェクトのチーム編成をどのようにするかとい
ったものであった。その場面を捉えたのが図 8 で
ある。

この開発部門の社員は，上記写真の右奧の席に
座っているため，着席した状態で A さんを見る
ことができるかは定かではない。それにもかか
わらず迷う素振りなく A さんのところにやって
きている。こうしたことから，開発部門の社員は

16時49分

16時50分

（Hさん・Ａさん）

Ａさん
HさんKさん

（潜在的にCエリアに移動する可能性あり）
視認可能な位置関係

視認可能な位置関係

棚
ソファー部

資料出所：筆者ら作成。

図６　Ｃエリアからの一時的離脱とチームワークの維持
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A さんを探しながらやってきたのではなく，A
さんのいる場所をあらかじめ知っており，その情
報に基づいて移動をしてきたものと思われる。A
さんは，A エリアに位置取ることによって，他
部門からも認知されたハブとして振る舞うことに
成功しているのである。

それに加えて，A さんは自らが管理する総務
部門に対してもリーダーシップを発揮している。

まず，A さんは上記の図にあるように，総務部
門のモニター席がある側に正対して着席してい
る。この時点では開発部門の社員と会話するた
め，上半身を斜めに向けているが，普段は完全
に正対した形になっている。こうした仕方で，A
さんは身体的ポジションを利用して総務部門の
部下に関与を向け続けているのである（Goffman 
1963=1980; Goodwin 1981）。

身体的志向を通じ
た総務部門への関
与の表示

棚
ソファー部

図７　Ａさんの位置取りと身体的志向

資料出所：筆者ら作成。

Aさん

一時的な他部門との相互作用

Ａさん

図８　他部門社員とＡさんのやりとり
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こうした部門の管理という観点で，A エリア
に座ることはそれ自体が A さんの関与を部下に
理解させる重要な仕掛けになっている。上記の図
では，総務部門の机に座っていた女性社員が立ち
あがる際に，A さんの方に明確に顔を向けてい
る。この女性社員は，このあと A さんの席の後
方にあるコピー機に移動し，コピーを行ってい
た。実は A さんの後ろにはコピー機や自動販売
機といった H 社メンバーが共通で用いている設
備があり，それが利用可能かどうかを判断するう
えでは，一度その方向に目を向けなければならな
い。その結果，総務部門の社員は必ず A さんを
視界に捉えることになるのである。このような仕
方で，A さんはリーダーシップを発揮している
のである。

上記の瞬間は，A エリアに座って仕事をする
という A さんの仕掛けが巧みに機能した瞬間で
あった。A さんは，H 社のデザインを利用しつ
つ，他部門との交流と部下の管理が同時に達成さ
れているとみることができる。

このように，チームごとになされている再場所
化は，それ自体はオフィス設計の意図するところ
ではなかった部分もあると思われるが，個々のマ
ネージャーが採用している作法によって，チーム
ワークの維持に有効に機能している。さらにそれ
だけではなく，A さんの事例では，限定的なが
らもマネージャーの作法によって新たなコミュニ
ケーションが生じる萌芽も見える。

Ⅵ　考察と結論

本稿においては，H 社のオフィス改革の取り組
みについて，ビデオ撮影を含む集中的な職場調査
から，その効果について議論した。

第一に，職場の成員の空間利用の仕方や，「焦
点の定まった相互行為」としての各空間における
交流の場面を取り上げて，全面的なフリーアドレ
スのデスクであっても空間利用について緩やかな
合意が存在し，全面的な流動化ではなく，他部門
との交流が顕著なエリアとそうではないエリアが
分かれていることが確認された。

第二に，「焦点の定まらない相互行為」として，

二人のマネージャーの「再場所化」の作法を分析
した。その結果，チーム内の視認可能性を維持す
るような位置取りや身体の配置を採ることによっ
て，チームワークの維持が対面的相互行為のみに
依存しない形でも行われており，部門をまたいだ
交流についてもその萌芽があることが確認され
た。

最後に，本稿の分析結果を整理し，総合的考察
を加えよう。まず，先行研究も示唆するところで
はあるが，ノンテリトリアル・オフィスにおい
て「再場所化」が発生すること自体は，頻繁に観
察されることであろう。本稿における新たな発見
は，「再場所化」が遂行されるにあたってマネー
ジャーの果たす役割が大きいこと，さらに重要な
こととして，マネージャーが自らの視認可能性を
利用して有効な再場所化を図っていたことであ
る。こうした発見は職場の詳細な観察やビデオ撮
影によって人々の移動や身体的配置などを捉える
ことによってはじめて指摘できた点であり，本稿
がオフィス改革の議論に貢献する部分であろう。

以上の議論を図示すると図 9 のようになる。従
来的な固定席はノンテリトリアル・オフィス化に
よって解体され，「流動的脱場所化」の領域に一
旦移行する。これはオフィス改革によってなされ
るが，V1でも指摘したように，ここで常に「固
定的再場所化」が生じ，従来的な固定席と変わら
ない状態に逆戻りしてしまう可能性がある。本稿
が着目したのはここから「流動的再場所化」の領
域への移行である。H 社のオフィス改革の意図と
しては「流動的再場所化」の次元へと移行するこ
とが期待されえていたといえるが，実際にはこの
移行はマネージャーの作法によって達成されてい
た。
「流動的再場所化」への移行の仕方は，H 社の

事例以外にもさまざまなものがありうる。しかし
本稿においては，その重要な一つとしてマネージ
ャーの作法があることを指摘した。この移行に関
する多様性を把握するためには，さらなる研究の
蓄積が必要になるが，それらはいずれにしても本
稿のような職場の実践を視覚的に捉える詳細な調
査によって可能になるのだろう。

なお今後の課題として，ノンテリトリアル・オ
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フィスの多様な設計を考慮し，複数のノンテリト
リアル・オフィスを比較検討することが求められ
る。日本では，まだオフィス設計の事例調査は少
ないが，今後も事例調査の蓄積を進めたい。

 1）“creativity”は，「製造物やサービス，過程や手続きに関す
る，新しくて有用なアイディアを生み出すこと」（Zhou and 
Shalley 2011）と定義される。

 2）ノンテリトリアル・オフィスがプライバシーの問題を引
き起こし，職場満足度や職務満足度を低下させるという
研 究 と し て は，Sundstrom, Burt, and Kamp（1980） や，
Sundstrom, Herbert, and Brown（1982）などがある。

 3）2017 年 1 月時点。
 4）「クラウドセキュリティサービス」とは，ユーザーがインフ

ラやソフトウェアを持たなくてもネットワークを通じて様々
なサービスを利用できる「クラウドサービス」上において，
情報漏えいや不正アクセス，ウィルス感染などを防ぐ「セキ
ュリティサービス」を提供する事業である。

 5）2020 年までに①自社製品・サービスのユーザー数を 10 倍
に増やすこと（100 万ユーザーから 1000 万ユーザーへ），②
雇用者数を 2.5 倍にすること（100 人から 250 人へ），③売上
に占める国内・海外の比率を 100：0 から 50：50 にすること
を掲げている。

 6）この「流動的」「固定的」の区別は，社会学における空間論
の代表的論者であるアンリ・ルフェーブル（1974=2000）に
よる「均質化」「差異化」の議論を参考にしている。「均質化」
は社会制度によって空間にある差異を清算していく方向性を，

「差異化」は社会制度に合った再度の空間の分割を行う過程を
指している。
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